
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

5,005,294 5,005,294

10,903,117 537,585 10,365,532

424,611,600 396,163,200 438,680,400 382,094,400

6,439,261 6,439,261

1,046,523 1,046,523

441,566,534 402,602,461 439,217,985 404,951,010

144,469 78,800 65,669

387,071,700 200,000,000 222,164,300 364,907,400

0 0

4,260,575 2,392,217 1,868,358

3,450,000 282,198 421,598 3,310,600

15,664,454 3,469 440 15,667,483

410,591,198 200,285,667 225,057,355 385,819,510

852,157,732 602,888,128 664,275,340 790,770,520

  減価償却引当資産

  退職給付引当資産（特）

  被害者支援積立金

小　　計

合　　計

  運用益振替資産

  投資有価証券（基）

  定期預金

小　　計

特定資産

  什器備品

  投資有価証券（特）

      基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

基本財産

  土地（基）

  建物（基）

  普通預金

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

３．会計方針の変更

 該当なし

（６）消費税等の会計処理

　　　該当なし

　　　従業員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると

　　　認められる額を計上している。

（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　該当なし

　　　平成１９年４月　１日以後に取得したものについては定額法によっている。

（４）引当金の計上基準

　　　退職給付引当金

　　　①時価のあるもの

　　　　期末時の市場価格等に基づく時価法によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債権以外の有価証券

法　人　名：公益財団法人和歌山県暴力追放県民センター

財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定額法、



当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

5,005,294 0 5,005,294 0

10,365,532 0 10,365,532 0

382,094,400 382,094,400 0 0

6,439,261 6,437,800 1,461 0

1,046,523 1,046,000 523 0

404,951,010 389,578,200 15,372,810 0

65,669 65,669 0 0

364,907,400 363,065,400 1,842,000 0

0 0 0 0

1,868,358 1,868,358

3,310,600 0 0 3,310,600

15,667,483 15,661,753 5,730 0

385,819,510 380,661,180 1,847,730 3,310,600

790,770,520 770,239,380 17,220,540 3,310,600

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

18,537,441 8,171,909 10,365,532

18,537,441 8,171,909 10,365,532

795,200 729,531 65,669

795,200 729,531 65,669

3,392,400 1,130,800 2,261,600

2,067,770 2,067,761 9

5,460,170 3,198,561 2,261,609

24,792,811 12,100,001 12,692,810

     満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

     該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

     債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

     該当なし

     該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

     固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

（単位：円）

科　目

基本財産

  建物（基）

     該当なし

  什器備品

小　　計

合　　計

小　　計

特定資産

  什器備品

小　　計

その他固定資産

  車両運搬具

  減価償却引当資産

  退職給付引当資産（特）

  被害者支援積立金

小　　計

合　　計

６．担保に供している資産

  投資有価証券（基）

  定期預金

小　　計

特定資産

  什器備品

  投資有価証券（特）

  運用益振替資産

  普通預金

      基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

基本財産

  土地（基）

  建物（基）

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳



金  額

9,396,473

78,800

6,936,068

16,411,341

16,411,341

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

    補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

    該当なし

１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

    該当なし

１６．その他

    該当なし

１５．重要な後発事象

    該当なし

１４．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

    指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

１３．関連当事者との取引の内容

    関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

  基本財産受取利息

  特定資産受取利息

小　　計

合　　計

    該当なし

内  容

経常収益への振替額

　器具及び備品受贈益による振替額



区分 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

基本財産 5,005,294 0 0 5,005,294

10,903,117 0 537,585 10,365,532

424,611,600 396,163,200 438,680,400 382,094,400

0 6,439,261 0 6,439,261

1,046,523 0 0 1,046,523

441,566,534 402,602,461 439,217,985 404,951,010

特定資産 144,469 0 78,800 65,669

387,071,700 200,000,000 222,164,300 364,907,400

0 0 0 0

4,260,575 0 2,392,217 1,868,358

3,450,000 282,198 421,598 3,310,600

15,664,454 3,469 440 15,667,483

410,591,198 200,285,667 225,057,355 385,819,510

その他固定資産 2,940,080 678,480 2,261,600

9 0 0 9

224,000 0 0 224,000

3,164,089 0 678,480 2,485,609

目的使用 その他

3,450,000 282,198 421,598 0 3,310,600

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

退職給付引当金

什器備品

電話加入権

その他固定資産計

２．引当金の明細

（単位：円）

投資有価証券（特）

減価償却引当資産

退職給付引当資産（特）

被害者支援積立金

特定資産計

車両運搬具

土地（基）

建物（基）

投資有価証券（基）

定期預金

基本財産計

什器備品

運用益振替資産

普通預金

法　人　名：公益財団法人和歌山県暴力追放県民センター

附　属　明　細　書

１．重要な固定資産の明細

（単位：円）

資産の種類


